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＜本資料に関してご留意いただきたい事項＞ 
■本資料は、「アジア・オセアニア好配当成長株オープン（毎月分配型）」に関する情報提供を目的として岡三アセットマネジメント株式会社が作成したものであり、
ファンドの投資勧誘を目的として作成したものではありません。■本資料に掲載されている市況見通し等は、本資料作成時点でのイーストスプリング・インベストメンツ
株式会社の見解であり、将来予告なしに変更される場合があります。また、将来の運用成果を保証するものでもありません。■本資料は、当社が信頼できると判断
した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■投資信託の取得の申込みに当たっては、投資信託説明書（交付目論
見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお願いします。 

当面のアジア・オセアニア地域の投資環境③  
アジア・オセアニア好配当成長株オープン（毎月分配型） 

追加型投信／海外／株式 2014年3月13日 

 当面のアジア・オセアニア市場地域の投資環境につきまして、「アジア・オセアニア好配当成長株オープン（毎月
分配型）がおもな投資対象としております「イーストスプリング・アジア・オセアニア好配当株式ファンド（適格機関
投資家専用）」の運用会社であるイーストスプリング・インベストメンツ株式会社からのコメント（要約および抜
粋）を以下に記載いたします。 
 今回は東南アジア諸国連合（以下、「アセアン」といいます。）およびインドの投資環境見通しについてお送り
いたします。 

Ⅰ. アセアンの投資環境見通し：域内経済の活発化による投資機会に注目 

 アセアンでは、2015年末にアセアン経済共同体（AEC）の発足が予定されており、更なる経済の

活性化が期待されています。AECはアセアン域内の経済統合を目標とするもので、「域内の関税

撤廃」、「サービス貿易の自由化」、「貿易の円滑化」、「投資の自由化」などの枠組みで構成されて

います。AECの発足により域内のヒト・モノ・お金の動きがより一層活発になると見込まれ、アセアン

への投資の魅力度が高まると期待されます。 

 株式市場におきましては、域内の関税の撤廃や貿易の自由化に伴い、輸出や海外進出などに

よる企業業績の中長期的な成長が期待されます。また、域内での国境を跨いだインフラ整備プロ

ジェクトの増加が予想され、銀行融資など投資機会の拡大による業績成長が見込まれる企業に株

式市場の注目が集まると期待されます。 

  

II. シンガポールの投資環境見通し：外需の改善による業績成長に期待 
 シンガポールでは、2013年10-12月期の実質GDP成長率が前期比+6.1％（年率）と高い伸び率

を示しました。主に製造業の生産活動が拡大したことが寄与しましたが、シンガポール政府は今後

も世界的な景気回復に伴う外需の改善を予想しており、輸出の増加に伴い同国経済は安定的な

成長を維持することが見込まれます。 

 株式市場におきましては、輸出の増加が期待されることから、製品やサービスなどで国際競争力

の高い企業に注目が集まると予想されます。外需の改善により企業業績の成長が見込まれる一方、

バリュエーション面では割安な銘柄が散見されるため、魅力的な投資機会があると考えられます。 

（出所：Bloombergデータより岡三アセットマネジメント作成） 

アセアン5ヵ国の政策金利とインフレ率 

（2014年3月12日現在） 

                             

（出所：Bloombergデータより岡三アセットマネジメント作成） 

アセアン諸国の株価指数の推移 

（2013年1月～2014年3月12日、2013年初を100として指数化） 
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III．タイの投資環境見通し：先行き不透明感が残るも下値は限定的 

 タイでは、反政府デモの長期化を背景に消費者心理が悪化し、内需が低迷したほか、観光産業
なども悪影響を受けたことで、2013年10-12月期の実質GDP成長率が前年同期比+0.6％と大きく

減速しました。首都バンコクでは非常事態宣言が発令されるなど、依然として事態はこう着状態に

あります。国家経済社会開発庁が2014年の経済成長率を下方修正するなど、景気見通しには不

透明感が残ります。 

 株式市場におきましては、先行き不透明感が残る一方、国内の治安が徐々に安定しつつあるこ

とや、3月12日に中央銀行が利下げに踏み切り、経済活動を支援する姿勢を示したことに加えて、

株価のバリュエーションがアセアン域内において相対的に割安な水準にあることから、株式市場の

下値は限定的であると考えます。 

 

IV．インドネシアの投資環境見通し：ファンダメンタルズの改善が株価の支援材料 

 インドネシアでは、外需の回復を背景に2013年10-12月期の経常赤字額が縮小し、対外収支が

改善傾向にあります。また、昨年7月に実施されたガソリン価格の値上げに伴うインフレ圧力が後退

しつつあり、消費者物価指数（CPI)は足元で緩やかに低下しています。今後、インドネシア中央銀

行は物価の抑制よりも景気を重視した金融政策に方針を転換すると予想されます。 

 株式市場におきましては、対外収支の改善などのファンダメンタルズ（経済の基礎的条件）の改

善が株価の支援材料になると思われます。 

 

V．インドの投資環境見通し：総選挙後の経済改革に期待が高まる 

 インドでは、物価（卸売物価指数）の上昇率がインド準備銀行（中央銀行）の許容範囲とする
+5.0％を上回って推移してきましたが、１月に中央銀行が利上げの実施に加え、インフレの抑制と

通貨の安定に取り組む姿勢を示したことなどから、足元では上昇率が鈍化しています。また、当局

の金の輸入抑制策により経常赤字額が縮小するなど、ファンダメンタルズが全般的に改善していま

す。また、4月7日に予定されている総選挙においては、世論調査で野党の支持率が上昇しており、

政権交代への期待が高まっています。海外からの直接投資の誘致に実績のある首相候補の優勢

が伝わっており、選挙後の新政権による投資プロジェクトの進展が期待されます。 

 株式市場では、投資プロジェクトの進展への期待などから、海外からの投資資金の流入を伴い堅

調な値動きが続くと予想されます。 

（出所：Bloombergデータより岡三アセットマネジメント作成） 

インドの物価と政策金利の推移 

（2008年1月～2014年1月） 

                             

（出所：Bloombergデータより岡三アセットマネジメント作成） 

インドSENSEX指数の推移 

（2013年1月～2014年3月12日） 
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【岡三アセットマネジメントについて】 
商号：岡三アセットマネジメント株式会社 
岡三アセットマネジメント株式会社は、金融商品取引業者として投資運用業、投資助言・代理業および第二種金融商品取引業を
営んでいます。登録番号は、関東財務局長（金商）第370号で、一般社団法人投資信託協会および一般社団法人日本投資 
顧問業協会に加入しています。 

【投資リスク】 
 投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがありま

す。投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。ファンドは、
アジア（日本を除く）・オセアニア地域の株式等値動きのある有価証券等に投資しますので、組入れた有価証券等の価格の下
落等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、外貨建資産に投資しますので、為替相場の変動により 

     損失を被ることがあります。 
 ファンドの主な基準価額の変動要因としては、「株価変動リスク」、「為替変動リスク」、「カントリーリスク」があります。その他の変動 
     要因としては「金利変動リスク」、「信用リスク」、「流動性リスク」があります。 
※基準価額の変動要因は上記のリスクに限定されるものではありません。 
 

【その他の留意点】 
 ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。 
 投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機

関が取扱う投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。投資信託の設定・運用は投資信託委託会社が行います。 
 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準

価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合があるため、分配金の水準は、必ずしも計
算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。また、投資者の購入価額によっては、分配金の一部または全部が、
実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がり 

     が小さかった場合も同様です。 
 投資対象とする投資信託証券にかかる購入・換金申込みの受付の中止および取消、は取引所における取引の停止、外国為替

取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金申込みの受付を中止することや、すでに受付
けた購入・換金申込みの受付を取消すことがあります。 

●詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご参照ください。 
 

【お客様にご負担いただく費用】 
＜お客様が直接的に負担する費用＞ 
 購入時 

   購入時手数料   ：購入価額×購入口数×上限3.15％※(税抜3.0％)  
                        ※消費税率が8％になった場合は、3.24％となります。 
                           詳しくは販売会社にご確認ください。 

 換金時 
   換 金 手 数 料  ：ありません。 
   信託財産留保額：換金申込受付日の翌営業日の基準価額×0.3％ 

 
＜お客様が信託財産で間接的に負担する費用＞ 
 保有期間中 

   運用管理費用（信託報酬） 
                            ：純資産総額×年率1.1025％※（税抜1.05％） 
                            ※消費税率が8％になった場合は、年率1.134％となります。 
        運用管理費用（信託報酬）の実質的な負担 
                            ：純資産総額×年率1.68％※（税抜1.60％）程度 
                            ※消費税率が8％になった場合は、年率1.728％となります。 
    実質的な負担とは、ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬を含めた報酬です。なお、実質的な運用管理費用 
   （信託報酬）は目安であり、投資信託証券の実際の組入比率により変動します。 
 その他費用・手数料 

   監査費用        ：純資産総額×年率0.0105％※(税抜0.01％) 
                       ※消費税率が8％になった場合は、年率0.0108％となります。 

 有価証券等の売買に係る売買委託手数料、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用を信託財産でご
負担いただきます。また、投資対象とする投資信託証券に係る前記の費用等、海外における資産の保管等に要する費用を間接
的にご負担いただきます。（監査費用を除くその他費用・手数料は、運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を 

     示すことはできません。） 
●お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前に合計金額もしくはその上限額 
   またはこれらの計算方法を示すことはできません。 
●詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続･手数料等」をご参照ください。 

アジア・オセアニア好配当成長株オープン（毎月分配型）に関する留意事項 

アジア・オセアニア好配当成長株オープン（毎月分配型） 
追加型投信／海外／株式 
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販売会社 （１） 

2014年3月13日現在 

（受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書
の交付の取扱い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行
います。なお、販売会社には取次証券会社が含まれております。） 

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業

協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○

岡三オンライン証券株式会社 関東財務局長（金商）第52号 ○ ○ ○

アーク証券株式会社 関東財務局長（金商）第1号 ○

藍澤證券株式会社 関東財務局長（金商）第6号 ○ ○

あかつき証券株式会社 関東財務局長（金商）第67号 ○

安藤証券株式会社 東海財務局長（金商）第1号 ○

飯塚中川証券株式会社 福岡財務支局長（金商）第1号 ○

今村証券株式会社 北陸財務局長（金商）第3号 ○

岩井コスモ証券株式会社 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○

臼木証券株式会社 関東財務局長（金商）第31号 ○

エイチ・エス証券株式会社 関東財務局長（金商）第35号 ○ ○

永和証券株式会社 近畿財務局長（金商）第5号 ○

エース証券株式会社 近畿財務局長（金商）第6号 ○

SMBC日興証券株式会社 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○

岡安証券株式会社 近畿財務局長（金商）第8号 ○

香川証券株式会社 四国財務局長（金商）第3号 ○

カブドットコム証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○

共和証券株式会社 関東財務局長（金商）第64号 ○ ○

極東証券株式会社 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

寿証券株式会社 東海財務局長（金商）第7号 ○

坂本北陸証券株式会社 北陸財務局長（金商）第5号 ○

篠山証券株式会社 近畿財務局長（金商）第16号 ○

三縁証券株式会社 東海財務局長（金商）第22号 ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

島大証券株式会社 北陸財務局長（金商）第6号 ○

株式会社証券ジャパン 関東財務局長（金商）第170号 ○

上光証券株式会社 北海道財務局長（金商）第1号 ○

荘内証券株式会社 東北財務局長（金商）第1号 ○

大熊本証券株式会社 九州財務局長（金商）第1号 ○

大山日ノ丸証券株式会社 中国財務局長（金商）第5号 ○

髙木証券株式会社 近畿財務局長（金商）第20号 ○

頭川証券株式会社 北陸財務局長（金商）第8号 ○

東武証券株式会社 関東財務局長（金商）第120号 ○

内藤証券株式会社 近畿財務局長（金商）第24号 ○ ○

長野證券株式会社 関東財務局長（金商）第125号 ○

中原証券株式会社 関東財務局長（金商）第126号 ○

奈良証券株式会社 近畿財務局長（金商）第25号 ○

西日本シティＴＴ証券株式会社 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

ニュース証券株式会社 関東財務局長（金商）第138号 ○

ばんせい証券株式会社 関東財務局長（金商）第148号 ○

播陽証券株式会社 近畿財務局長（金商）第29号 ○

光証券株式会社 近畿財務局長（金商）第30号 ○ ○

商号 登録番号

加入協会
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販売会社 （２） 

（受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書
の交付の取扱い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行
います。なお、販売会社には取次証券会社が含まれております。） 

2014年3月13日現在 

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業

協会

（金融商品取引業者）

ひろぎんウツミ屋証券株式会社 中国財務局長（金商）第20号 ○

廣田証券株式会社 近畿財務局長（金商）第33号 ○

ふくおか証券株式会社 福岡財務支局長（金商）第5号 ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○

丸福証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

三田証券株式会社 関東財務局長（金商）第175号 ○ ○

水戸証券株式会社 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

むさし証券株式会社 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

明和證券株式会社 関東財務局長（金商）第185号 ○

八幡証券株式会社 中国財務局長（金商）第7号 ○

山和証券株式会社 関東財務局長（金商）第190号 ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○

相生証券株式会社 近畿財務局長（金商）第1号 ○

阿波証券株式会社 四国財務局長（金商）第1号 ○

愛媛証券株式会社 四国財務局長（金商）第2号 ○

三京証券株式会社 関東財務局長（金商）第2444号 ○

三晃証券株式会社 関東財務局長（金商）第72号 ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

（登録金融機関）

株式会社秋田銀行 東北財務局長（登金）第2号 ○

株式会社イオン銀行 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社愛媛銀行 四国財務局長（登金）第6号 ○

株式会社沖縄海邦銀行 沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

株式会社北日本銀行 東北財務局長（登金）第14号 ○

京都信用金庫 近畿財務局長（登金）第52号 ○

株式会社西京銀行 中国財務局長（登金）第7号 ○

株式会社佐賀銀行 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社佐賀共栄銀行 福岡財務支局長（登金）第10号 ○

株式会社静岡中央銀行 東海財務局長（登金）第15号 ○

株式会社島根銀行 中国財務局長（登金）第8号 ○

株式会社ジャパンネット銀行 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

スルガ銀行株式会社 東海財務局長（登金）第8号 ○

株式会社仙台銀行 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社第三銀行 東海財務局長（登金）第16号 ○

株式会社大正銀行 近畿財務局長（登金）第19号 ○

株式会社筑邦銀行 福岡財務支局長（登金）第5号 ○

株式会社千葉興業銀行 関東財務局長（登金）第40号 ○ ○

株式会社中京銀行 東海財務局長（登金）第17号 ○

株式会社東京スター銀行 関東財務局長（登金）第579号 ○ ○

株式会社東北銀行 東北財務局長（登金）第8号 ○

株式会社東和銀行 関東財務局長（登金）第60号 ○

株式会社栃木銀行 関東財務局長（登金）第57号 ○

商号 登録番号

加入協会
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6 

販売会社 （３） 

（受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書
の交付の取扱い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行
います。なお、販売会社には取次証券会社が含まれております。） 

2014年3月13日現在 

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業

協会

（金融商品取引業者）

株式会社富山銀行 北陸財務局長（登金）第1号 ○

株式会社富山第一銀行 北陸財務局長（登金）第7号 ○

株式会社長崎銀行 福岡財務支局長（登金）第11号 ○

株式会社長野銀行 関東財務局長（登金）第63号 ○

株式会社西日本シティ銀行 福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社百十四銀行 四国財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社福岡中央銀行 福岡財務支局長（登金）第14号 ○

株式会社福島銀行 東北財務局長（登金）第18号 ○

株式会社福邦銀行 北陸財務局長（登金）第8号 ○

株式会社豊和銀行 九州財務局長（登金）第7号 ○

株式会社北越銀行 関東財務局長（登金）第48号 ○ ○

株式会社北都銀行 東北財務局長（登金）第10号 ○

株式会社北洋銀行 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社みずほ銀行 関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○

株式会社みちのく銀行 東北財務局長（登金）第11号 ○

株式会社宮崎太陽銀行 九州財務局長（登金）第10号 ○

株式会社八千代銀行 関東財務局長（登金）第53号 ○

株式会社琉球銀行 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

商号 登録番号

加入協会


